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多国籍企業のアグ リバ イオ戦略 と種子産業
久 野 秀 二
1は じ め に
1980年代 に入 って,種 子産業期にわかに脚光 を浴びるようになった。石油や
化学,医 薬 品関連の巨大 多国籍企業 による種子 産業へ の参入競争 は 「種子戦
争」 と呼 ばれ るほ どの激 しさを見せた。それまで農業 関連産業(ア グリビジネ
ス)の なかで もマ イナーな存在 にとどま っていた種子産業 に様 々な分野の巨大
資本が積極的に参入 して きた背景は,直 接 にはバイオテク ノロジーの実用化段
階を迎 えたこ とにあるといえ る。換言すれば,1980年代 を通 じて,大 学や研究
機関 における基礎研究の段階か ら商品化を視野に入れた応用開発の段 階へ と展
開 して きたア グリバイオ産業の形成 ・発展過程のなかに,種 子産業の再編 を位
置づ ける ことがで きる。そ こで第一 に,バ イオテクノロジー時代の農業及び農
業関連 産業 にとって種子はいか なる経済的意味 をもつ のか,と い う課題が提起
され る。 第二 に,多 国籍企業 による種子産業の再編はいかに してなされて きた
のだ ろうか。 この考察によって,第 一の課題に対す る答 えを実証的に補 うこと
がで きる。以上の問題 を明 らか にす ることが,本 稿の課題である。
ここで,基 本的な用語の定義 をあ らか じめおこな ってお きたい。 まず 「バ イ
オテクノロジー」 とい うのは,「生物 自体が有する諸因子 を活用 して,生 産活
動やサ ー ビス活動 をおこな うための諸工程 ・諸技術」の総称であ るが,一 般的
には発酵や醸造,品 種交配 などか らなる従来技術 と区別され る新技術,す なわ
ち遺伝子組換 え,細 胞融合,組 織培 養,バ イオ リア クターなどの技術 を指 して
使われている。 これ らバ イオテクノロジーの基礎技術 は,医 療や製薬,化 学,
工不ルギー,環 境保全,食 品加工か ら農林水産業に至 る幅広い産業分野に応用
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が可能であ るが,と くに本稿では 「アグリバ イオ」 とい う表現 を用いて範囲 を
限定 してい る。 これは,動 植物 の品種改良は もちろん,バ イオテ ク.ノロジー を
用いた食品生産,化 学品や医薬品の生 きた生産工場 と して動植物 を用いる研究
など,素 材 としての農畜産物を遺伝子 レベルで捉 える様 々な研究領域や産業分
野を含んだ概念で ある。
なお,本 稿ではアメリカ合衆国を中心 に考察す るが,そ れ は 「種子戦争」の
主戦場であること,バ イオテクノロジーの研究開発や実用化が,企 業 レベルで
も政策 レベ ルで も世界 の最先進国であることを踏 まえてのこ とである。 また,
アグ リバイオテ クノロジーには植物分野 よ りもむ しろ実用化が先行 している動
物(畜 産〉分野を含め るべ きで あるが,こ の点は今後の研 究課題 としたい。
11ア グ リバ イオ テ クノ ロ ジー と種 子
1.種子 市 場 の現状 と将 来可 能 性.
第 回章 で 詳 し く検 討 す る よ うに数 多 くの 巨大 多 国籍 企業 が 種子 産 業 に参入 し
て きたわ けであ るが,種 子 産 業 の どこにそれ ほ どの魅 力が あ るのだ ろ うか。 一
般 に,企 業 が市 場参 入等 の意志 決 定 を お こな うさ い に基 本 とされ る指標 には,
①収 益性,② 市場 規 模,③ 成長 可 能性 な どが あ げ られ る。 まず収 益性 につ い て
で あ るが,例 えばハ イ ブ リ ッ ド ・コー ンの利潤 マ ー ジ ンは50%を超 え る と言 わ
れ て お り11,その代 表 的企 業 で 種 子業 界 トップのPioneerHi-BredInternation・
al社の売 上 高 経 常 利益 率 は例 年30%前 後 を保 って い る。 また,加 工 用 トマ ト
種子 の価 格 は,自 然 受 粉 品種(open-pollinatedvariety)の場 合 に は1ポ ン ド
あ た り25～45ドルだ が,ハ イ ブ リ ッ ド品 種 で は200ドル,生 食 用 ハ イ ブ リ ッ ド
品種 にな る と450～1200ドル もす る とい う2}。ハ イ ブ リ ッ ド野 菜種 子 の代 表 的 企
業で あ るサ カ タの タネの経 常利 益 率 も24.8%(1992年)を誇 ってい る。 この よ
1)BusinessWeek,"TheBiotechBigShots・SnappingUpSmallSeedCompanies" 、 β〃伽 θ∬
Week」Jun.11,1984,PP,87-88,
2>OfficeofTechno1ogyAssessment,八房ωDθ レθ'OP脚臆 面 β'o'θcゐ一0'08ン5:Paten`ピη8L弗
1989,PP.83-84.
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うな高 収益 性 は,多 か れ少 なか れ 種子 産業 全 体 にみ られ る特 徴 で あ る。
しか しな が ら,年 間 の種 子 売上 高 が 約11.2億ドル(1991年)のPioneer社
をは じめ,売 上 高 が1億 ドル を超 え る企 業 は ,多 数 の 種 子専 門子 会社 を傘 下 に
おさ め る巨 大 多国 籍企 業 を含 め,世 界 で20社前後 に と ど まる。 全米 種子 取 引協
会(AmericanSeedTradeAssociation;ASTA)に加 盟 す る約800社の種 子 会
社 の うち,種 子 の流 通 ・販 売 だ け に携 わ る家 族零 細 経 営 や 売 上 高1,000万ドル
未 満 の 中小 企業 が 圧倒 的部 分(約9割)を 占 めて い る31。合 衆 国全 体 の市場 規
模 は約40億 ドル(1991年)だが,年 々増 大傾 向 に あ る とはい え,種 子 へ の支 出
は農 家 の 農業生 産 費 の2～3%,生 産 資材 費 の6-7%に す ぎない。 貿 易 につ
いて も,1983年か らの10年間 に倍加 した もの の,輸 出額 が6.6億ドル(1992年),
全農 産 物 輸 出 の1.6%にとどま って い る4,。
この よ うに,現 段 階 で は巨大 多 国籍 企業 の参 入競争 を招 い た理 由 としては説
得力 に欠 け る市 場 規模 で は あ るが,将 来 はか な りの規 模 に まで拡 大す る と予 測
され てい る。 第 一 に,現 在 は未だ種 子 の総 需 要 の すべ てが 商 品 と して 流通 して
いるわ け で はな く,合 衆 国 で も2～3割,途 上 国 を も含め た世界 全体 で は総 需
要 の約7割 が 自家 採種 も し くは公共 育 種 に よ って供給 され て い る。例 えば第 ユ
表 に よ る と,欧 米 で はハ イブ リ ッ ド品種 の普 及 に よって ほ ぼす べ ての種 子 が 商
品化 され て い る トウモ ロコ シで さえ ,途 上 国 にお いて は,ブ ラ ジルや 中国 を 除
くと自家採種 が73%に達 してお り,商 品化 が なか なか 進 ん で い ない こ とが わ か
る。 ハ イ ブ リ ッ ド化 や種 子 事業 の民 営化 等 に よ って種 子 の商 品化 が全作 物 に広
が れ ば,合 衆 国 で50億 ドル以上 ,全 世 界で は約500億ドルの 市場 に拡 大す る と
予 測 され て い る。 第二 に,バ イ オ テ ク ノ ロ ジー の応 用 に よ っ て,ウ イ ル ス フ
1」一曲や 人工 種子 な ど高付'加価 値 種子 の市場 が新 た に開拓 され
る こ とも期 待 さ




5)奮 類や果実・研 など種イ・輔 で増殖する作物の船 ウイ,・スや鞭 を伝染させな吐
めに,汚 染されていない成長点等の組織片を摘出 ・培養して得た ものをウィルスフリー苗 とい/
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唄 改 良 品 種 とハ イ ブ リ ッ ド品 種 の 合 計 よ り も上 回 る 地 域 が あ る が
,そ れ は 自 家 採 種 農 家 で も過
去10年間 を さか の ぼ っ て購 入 種 子 由 来 の 種 子 を使 用 して い た場 合 を含 む た め 。
噸2ア ルゼ ンチ ン,ブ ラ ジ ル,中 国 の3国 。
出 所)OECD.BiotechnologyandDevelopingCountryAgriculture:The(aseofMai∫名1991
,p.52
.よ り作 成 。 原 資 料 はCIMMYT(1987年)。
とされてい る5,。もっとも,M&A合 戦 とい うリス クを敢 えて冒 してまで種子
産業 に参入 しようとす る多国籍企業の行動 を説明するためには,市場規模 とい
う量的側面か らだ けで は不十分であ ると思われ る。そ こで,質 的側面,す なわ
ち種子及び種子産業 の経 済的位置づ けにつ いて次 に考察 してい こう。
2.種子 及 び種 子 産業 の 経 済的位 置
種 子産 業 を経 済学 的 分析 の俎上 にのせ るため に は,種 子 産業 の 実体 規 定 を ま
ず行 わな けれ ば な らな い。 種子 市場 だ けに注 目す るか ぎ り,種 子産 業 は種 子 の
生 産 ・販 売 に よ って利 潤 形成 をはか る産 業 部面 と して把 握 され る に と どま るが,






種子 は第一 に,農 業生 産をお こな う上で不可欠の前提た る投入財あるいは労
働対象であ り,農業経営 の必要最低 限の存立基盤であ る。確か に,種 子購入費
の負担 はわずかで はあるが,種 子産業を支配する独 占的企業によって提供 され
る品種 を栽培するか ぎり,農 業生産者の 自立性 は制 限されざるをえない。 さら
に,育 種 の成果である種子 は,植 物あ形質や環境適応性 を規定することによろ
て他の農業生産資材や流通加工 のあ り様に決定的な影響 を及ぼす。その意味で,
種子 の支配はアグリビジネス全体 の統合的支配につなが る。 こうした種子 の特
殊性 は,ア グ リビジネスの構造 を図式化 した第1図 から も明らかで ある。 同時
に,こ の ことは種子 産業の発展過程のなかに具体的を読み とることがで きる。
第2図 を もとに簡単 に概観 しておこう。
そ もそ も,在 来種や外来種 を栽培地域 の環境 に適合的でかつ多収 ・良質の品

















































時期 主要な担い手 市場 関連技術 対象作物 種子の商品化段階
1)19C一
工930s


























産 の安 定 的拡 大 に とって必要 不 可 欠 な事 業 で あ る。合 衆 国で は19世紀末 以 来,
農 務 省(USDA)や 土地 交 付 大学(LandGrantUniversity>,州農業研 究試 験
場(StateAgricu且turalExperimentStation)などの公 的機 関 に よ って種 子事 業
が 担 わ れ,民 間業 者 の 活 動 は 公 共 品 種 種 子(public-seed)の増 殖 ・販 売 や,
せ いぜ い 園芸 作 物 の育 種 に限 られ て い た"。 農民 も数 年 ご と に新 規 購 入 す る だ
けで,基 本 的 には 自家 採 種 に よ って種 子 を賄 って い た。 と ころが,1930年頃 に
実 用化 され た トウモ ロ コシを 皮切 りに急速 に普 及 してい ったハ イブ リ ッ ド技 術
は,農 民 の 自家採 種 を技術 的 に困難 にす るこ とに よって,そ れ まで 半 自給 的 な
生 産要 素 と して機 能 してい た種子 を農 業生 産者 の手 か ら切 り離 し,民 間企 業 に
よって提 供 され る購 入 生 産要 素 へ と転 換 させ る契 機 とな った%ハ イブ リ ッ ド
化 が他 の作 物 へ と広が って い くなか で 一部 に大 手種子 企業 が台 頭 して くるが91,
さ ら に1961年締 結 の 「植 物 新 品 種 の保 護 に 関す る国 際 条 約 」(UnionInterna-
tionalpourlaProtectiondesObstentionsVegetables;UPOV)や1970年の 合
衆 国 植 物 品種 保護 法(PlantVarietyProtectionAct;PVPA)など の植 物 新 品
種保 護 制 度 の確 立PI,および 「緑 の革 命」 に代表 され る種 子 事業 の 国際 的展 開
とい う二つ の契 機 が重 な って,1960年代 以 降,公 的機 関主導 の種 子事 業 は民 間
企業 主 導 の資 本 主義 的 な産 業 へ と大 き く発展 して い くこ とにな った 。 と りわ け,





Jul/Aug.1986,pp.35-47,」、R.Kloppenburg,Jr.,OP.`it.,pp.91-129.ハイ ブ リ ッ ド技 術 は メ ン
デ ル の 遺 伝 法 則 や 雑 種 強 勢(hybrid一・vigor)を応 用 し た 育 種 法 で,近 縁 で な い 固 定 系 統
(inb・ed-line)を掛 け 合 わ せ る こ と に よ っ て 両 系 統 の 優 性 を 引 き 出 し,増 収 を 図 ろ う と す る も の 。
そ の 効 果 は 一 代 雑 種(F1)に 限 ら れ る た め,農 家 は 増 収 と 引 き 替 え に 毎 年 そ の 種 子 を 購 入 し な
け れ ば な ら な い 。
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は,農 薬 ・肥料 ・農業機械等の生産資材や灌漑施設を農業生産部面に効率的に
導入す る手段 と して,換 言すれば,農 業関連技術 の 「パ ッケージ商品」 として
種子が積極 的に活用 され ることになった"1。こうした国内外 における技術的 ・
制度的な環境整備は種子産業への投資を誘い,多 国籍企業 の参入を急速に促 し
た。そ して,た んに種子商 品の販売を通 じた直接的な市場利益 を目的 とす るだ
けでな く,「化学=種 子 コネクシ ョン」 と称せ られ るように,育 種その ものを
企業活動全体の利益 に結 びつけよ うとする傾向を強め ることになった。
種子の第二の特殊性 は,第2図 に示 した第4期,バ イオテ クノロジー実用化
時代 に相 当す る種子の新 しい側面であ る。すなわ ち,バ イオテクノロジーの発
展はアグリビジネス統合化 の一結節点たる種子の商品価値 をいっそ う高めると
ともに,種 子 に植物遺伝資源 と しての商品価値を新た に見 いだす ことにもな っ
た。すなわ ち,種 子 にインプ ッ トされている植物遺伝情報 はアグリバ イオ産業
に とっての貴重な研究開発素材である と同時 に,種 子 それ 自体 もアグ リバ イオ
テクノロジーの研究成果 を商品化 させ るための重要な形態の一つ として機能す
ることにな る。その意味で,種 子 を支配す ることはアグリバ イオ産業の発展 と
その支配に とって きわめて重要な戦略的意味を もっているといえよう。種子産
業の発展過程第3期 に も農薬産業 を構成す る大手の化学関連企業の参入が一部
11)当 時 の 合 衆 国 政 府 の 政 策 担 当 者 で あ っ たL,Brownは 著 書 の 中 で ,農 薬 ・肥 料 産 業 を 構 成 す る
化 学 関 連 多 国 籍 企 業 の 積 極 的 役 割 に つ い て 語 っ て い る 。L.Brown,SeedsofChange:The(∫rθ・ε
RevolutionandDevelopmentfvthe1970;1970,PP、55-56,ま た,「 緑 の 革 命 」 は 国 際 ア グ リ ビ
ジ ネ ス の 「ル ネ サ ン ス 」 で あ り,従 来 の プ ラ ン テ ー シ ョ ン に 替 わ る 「新 し い 形 態 の ビ ジ ネ ス 」 で
あ る と の 評 価 も み ら れ る 。N.W.Philip,"SoutheastAsia:InvestmentandDevelopment",(秘
umbiaJournalof「噺 ♪〃48㍑5加8∬,Nov,1970(H,Cleaver,"TheContradictionsoftheGreenRe・
vo【ution",MonthlyReview,Jun.1972,p.81,よ り引 用)。 他 方,FAOに つ い て は,1957-62
年 の 「世 界 種 子 キ ャ ン ペ ー ン.1{WorldSeedCampaign)や1973年 の 「種 子 改 良 開 発 計 画 」
(SeedI皿provement&DevelopmentProgramme)など の 国 際 種 子 事 業 が 他 の 生 産 資 材 の 発 展 途
上 国 へ の 普 及 事 業 と リ ン ク さ れ,さ ら に1965年 に 開 始 さ れ た 「FA(〕/企 業 間 協 同 計 画 」(FA〔,
/IndustryCooperativeProgramme)をは じ め 多 国 籍 企 業 と の 密 接 な 協 力 関 係 の 下 に 推 進 さ れ る
な ど,と り わ け 化 学 関 連 の 多 国 籍 企 業 に 種 子 産 業 の 魅 力 を 伝 え る 役 割 を 果 た す こ と に な っ た 。 国
際 種 子 事 業 の 詳 細 は,W.P,Feistritzer,ImprovedSeedProduction,1978,;FAO,'lnternational
CampaignfortheUseofBetterSeeds',CL29/10,1958.FAO,'FAO'sPresentandFuture
ActivitiesRelatedtoFoodProductionResources',CL56/7,1971,など を 参 照 。
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にみ られ た もの の,こ の第4期 のバ イ オテ ク ノロ ジー実 用化 時 代 に はい る と,
その 規模 にお い て も内容 におい て も比較 にな らない ほ どの ドラステ ィ ックな再
編 を種 子 産 業 に もた らす こ とにな った のは そ のた めで あ る。
以上 の ような種子 の特殊性 を踏まえるな らば,〔植物科学研究→育種→種子
生産→流通 ・販売〕 とい う一連 の過程全体 を もって種 子産業を規定すべ きで あ
り,と りわ け前半の研究 開発段階が種子産業の要であることが明 らか となろ う。
同時 に,こ うした戦略商品 としての性格 を帯びた種子や関連技術 が蓄積 され る
場 と して,種 子産業を捉 え直す こともで きよう。 したが って,種 子及び種子産
業の支配の問題 は,た んに直接 的な企業収益性のア ップや種子市場 における利
潤形成 とい うレベ ルを超 えて,多 国籍企業 によるアグ リビジネスの統合化戦略
や アグ リバイオ戦略のなか に位置づ けて考察す る必要があ ると考 えられる。 こ
の点 を,「種子戦争」 と呼ばれ る1980年代 の種子産業 の再編過程 を考察す るな
かで実証的に明 らかにす ることが次 の課題である。
III多国籍企業 による種子産業の再編
ユ.種.子産業の再編
多国籍企業に よる種子産業への参入は後述す るように大 き く3つの形態 に分
類す るこ と.がで きるが,い ずれの場 合に も,多 国籍企業が単独 で新規に事業 を
開始す るので はな く,既 存 の種子会社の買収 によって参入 して きている点で共
通 している。それ は,種 子事業 は豊富な遺伝資源や独 自の育種技術,独 特 の経
営 ノウハウや流通 チ ャネルを必要 とす るためだ と考 え られ るユ2,。その結果,育
種能力 を有す る中規模以上の種子会社 はことごとく多国籍企業の標的にされ,
1960年代末か ら80年代にか けて多国籍企業に買収 された種子会社 は,合衆 国だ
12)種 子 会 社 は 各 地 に 配 置 さ れ た 農 家 代 理 店 〔farther-dealer)を通 じて 種 子 の販 売 を お こ な っ て
お り,各 農 家 との 信 頼 関 係 や きめ 細 か な 技 術 指 導 が 重 視 さ れ て い る
。J.Doyle,op.`鼠,p.40,を
参 照 。 植 物 遺 伝 資 源 に つ い て も,長 年 の収 集 活 動 と育 種 研 究 の積 み 重 ね が ,種 子 会 社 の膨 大 な ス
トッ クに 結 びつ い て い る。
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け で100～150社に 達 す る13}。
世 界 の 種 子 市 場 の うち 民 間 部 門 に よ る 販 売 実 績 は 約1501.x,ドル(1980年 代 半
ぼ)で あ る 。 第2表 は,1991年 の種 子 販 売 額 上 位 企 業 を そ の 企 業 の 主 要 事 業 部
門 と併 せ て 一 覧 に し た も の で あ る。 こ れ に よ る と,第1位 のPioneer社,第
3位 のLimagrain社,そ れ にPfizer社か ら 再 独 立 したDeKa正b社 な ど の 独 立
系 の種 子 専 門 企 業 を 除 き,上 位 企 業 は 医 薬 ・化 学 あ る い は 食 品 関 連 の 多 国 籍 企
業 に 占 め られ て い る こ とが わ か る。 これ らの 多 国 籍 企 業 が い か に して 世 界 的 な
種 子 企 業 と して の 顔 を 持 つ よ う に な っ た か は ,主 要 多 国 籍 企 業 に よ る 種 子 会 社
の 買 収 状 況 を示 した 第3表 か ら明 らか で あ る 。 例 え ば ,世 界 第2位 の種 子 販 売
額 を 誇 る 医 薬 品 大 手 のSandoz社 は,1975年 のRogersBrothersSeed社を 皮
切 りに,NorthrupKing社を は じめ とす る欧 米 各 国 の 大 手 種 子 企 業 を 最 近 に 至
る ま で 次 々 に買 収 して きて い る。
しか しそ の 一 方 で,種 子 産 業 か ら撤 退 して い く多 国 籍 企 業 も後 を 絶 た な い 。
第4表 に み ら れ る よ う に,UnionCarbide社 やOccidentalPetroleumlf,
Celanese社な ど1960年代 か ら70年代 にか け て の 早 い 時 期 に 参 入 した 多 国 籍 企
業 の 一 部 が,傘 下 の 種 子 会 社 を売 却 して 撤 退 して しま っ た 。1980年代 半 ば ま で
Pioneer社とSandoz社 に 次 ぐ販 売 実 績 を 誇 っ て い たRoyalDutch/Shell社
も事 業 を縮 小 して き て い る 。 この よ う に,「 ブ ー ム」 の 最 中 に も撤 退 を 余 儀 な
くさ れ て い る と い う現 実 は,「 種 子 戦 争 」 の 激 し さ と種 子 事 業 の 経 営 上 の 難 し
さ と を物 語 っ て し.・る 。 最 も成 功 して い る企 業 の 一 つ で あ るSandoz社 の 投 資 企
画 部 長 は,「 種 子 研 究 の た め に は 長 期 の投 資 が 必 要 で あ り,性 急 に 利 益 を得 る
必 要 の な い 企 業 だ け が 種 子 事 業 で 成 功 す る 可 能 性 が 大 きい 」 と指 摘 して い る回1。
と ころ で,上 記 の 第2表 や 第3表 か ら参 入 企 業 に3つ の グ ル ー プが 存 在 す る






第2表 種子 販売 額 上位企 業(1991年,100万ドル)







7.Cebeco(オ ラ ン ダ)
8.DeKa】bGenetics(USA)*1
9,Suikerunie(オラ ン ダ)
10.タ キ イ 種 苗(日 本)
ユ1,Aritrois(フラ ン ス)串2
12.Orsan(フ ラ ン ス 〕率3
ユ3.KWS(ド イ ツ)















































































司 も と は 大 手 種 子 専 門 企 業DeKalbAgResearch社と医 薬 品 企 業Pfizer社と の
合 併 会 社DeKalb-PfizerGenetics社で あ った が,1989年にP肱er社 が 降 りて
い る 。
蛇 大 手 医 薬 品 企 業Rhone-Poulenc社(フラ ン ス)の 子 会 社 。
申Lafarge-Coppee社(フラ;'ス)の バ イ オ関 連 子 会 社 。85年 にCelanese社か
ら種 子 部 門 を買 収 して 事 業 を 拡 大 して い る。
馴 石 油 化 学 企 業Elf-Aquitaine社(7ラン ス)の 子 会 社 。
噸5Volvo杜 の 子 会 社 。89年 に 種 子 部 門 の 中 核 だ ったHilleshog杜をSaロdo2社






企 業 名 主要事業 種 子 会 社 買収年








































Rhone-Poulenc(フラ ン ス) 医薬 Clause(フ ラ ン ス)
CallahanEnterprise(USA)


















.10ccidentalPetroleum社(USA)か ら 買 取 。
.zVOIVO社 の 農 業 関 連 子 会 社Provendor社(ス ウ ェ ー デ ン)か ら 買 収
。
串3CentralSoya社(USA)か ら 買 収 。
判1987年 に 大 手 化 学 企 業StaufferChemical社(USA)を 買 収 し た の に 伴 っ た も の 。
+sContinentalGrain社(USA)か ら 買 収
。
+sPfizer社 が30% ,DeKalb社 が70%出 資 の 合 弁 会 社DcKalb-PfizerGenetics社を 設 立 。1989
年 に はPfizer社 が 撤 退 し た た めDeKalbGenetics社 に 。





Technology,Vol.8,Jul.1990,p.626;日本 貿 易 振 興 会(JETRO)『 米 国 の 化 学 工 業 と バ イ オ
種 子 市 場 』1985年,等 よ り作 成 。
第4表 種・子事業から撤退 した多国籍企業
企 業 名 主要部門 参入年 買収種子会社*3 売却年 売却先企業
DiamondShamrock(USA)雫1エ ネ ル ギ ー1969TaylorEvansSeed 1981Agrigentic5→Lubrizol




































帆1986年 にOccidentalPetroleum社に 買 収 さ れ て い る 。
sz1984年 にNBFのCetus社 の 株 式 に 参 入
,51%出 資 でAgracetus社 を 設 立 し て 再 参 入 を 果 た し て い る 。
月 待 に 明 記 し て い な い も の は 米 企 業
。
‡4も と も と は1983年 にSandoz社 に 買 収 さ れ たZoecon社 の 一 部 門 だ
っ た 。
幡 こ れ ら の 企:業を 統 合 し て
,1983年 にHarrisMoranConsoliclatedSeed社を 設 立 し て い た 。
出 所)F・H・Buttel,M・K・nney,&」 ・R.Klapp・nbu・a.1・.,`'F・・mG・ee・R…1・ ・i・…Bio-Re・ ・1・d。・1・.&_、f,伽,。'ψ 。,entaredCultural
Ch伽ge,Vol.34,No.1,1985,p.37;UNESCO.B'σ ε8cA7rρ'ogiesandDevelop〃tent,,1988,PP.290-295;J.Hodgson,呵'GrowingP【ants&
GrowingCompanies",Bio/Technology,Vol.8,Jul.1990,p.626f3本貿 易 振 興 会GETRO)「 米 国 の 化 学 工 業 と バ イ オ 種 子 市 場 』1985年 ,等

















に早 くも買 収 を開 始 してい る化 学 関連 企 業,②Cargill社やCebeco社等 の ア
グ リビ ジネ ス企 業,③Rhone-Poulenc社やICI社(1993年よ りZeneca社に
分 社 〉 な ど1980年代 後 半か ら参 入 して きて い る企業,で あ る。以 下 ,そ れ ぞ れ
の グル ー プにつ い て簡単 にみ てお こ う。
① 化学 関連 企 業 の統 合化 戦 略:「化 学=種 子 コネ ク シ ・ン」
化 学 関連 企業(以 下,医 薬 品企 業 を含 む)に よ る1970年代 初頭 か らの参 入 は,
医 薬 ・化 学 産業 全体 が この時期 に直 面 して い た過 剰 生 産 と石 油 シ ョ ック,さ ら
には 農薬や 食 品 添加物 ,医 薬 品の安 全性 をめ ぐる環境 保 護運 動 や 消 費者 運動 と
い う トリプ ルパ ンチ を背 景 と して いた。 大 手 企業 の多 くはエ ネ ルギ ー関 連産 業
の統 合や 医 薬 と化 学 との相 互進 出 に よって打 開を 図 る一方 ,農 薬 な どを通 じて
実績 のあ った農業 分 野 へ の直接 参 入 も試み る こ とにな った が,化 学 関連 企 業が
と くに注 目 した のが種 子 産業 で あ る。 それ は,① 医薬 ・化学 産 業 と種 子 産業 と
で は,資 源 におい て も技術 にお い て も植 物 関連 とい う共通 項 を多 くもって いた
こ と,し た が って② 化 学関 連企 業 は貴 重 な植 物資 源 や 関連 特 許 を相 当量 蓄積 し
てい た こと,③ 医薬 ・化 学 産業 が種 子 産業 と共通 の要 素 を も ってい るだ けで な
く,化 学剤 と種 子 との 「パ ッケー ジ化 」 に よ って 種子 自体 が 本業 にお い て も重
要 な役割 を担 う もの と期待 され た ことな ど,両 者 が本 来的 に密接 な関係 にあ っ
たか らで あ る。Pioneer社のT.N.Urbanが語 って い る よ うに,「化 学 企業 に
よ る種 子 企 業買収 劇 の背 景 にあ る思惑 は,自 社 の除草 剤 や 殺 虫剤 に対 す る耐 性
を もつ 品種 へ の改 良 が 可 能 に な る こ と」 だ といえ るL5〕。例 えばCiba-Geigy社
は.こ の よ うなパ ッケ ー ジ化 戦 略 を企 図 して ,種 子 最 大 手 の 一 つFunk-Seed
社 を1974年に買 収 して い る。 他 に も,Upjohn社が1968年,Shell社:が1970年,
Pfizer社が1973年に,同 様 の思 惑か ら種 子 会社 の 買収 を開始 して い る。
② ア グ リビジネ ス企 業 の統 合化 戦 略
上 記 の化 学 関連 企 業 も農 薬 を接 点 に参入 して きてい るの で,広 義 に解 釈 す れ
ば ア グ リビジ ネス に含 め る こ と もで き よ うが,こ こで は食 品流通 加 工 企業 を と
15)T.N.Urbaninaninterview,NewYorkTimes,5.May,1981.
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くに念 頭 に お い て い る。Cargill社に代 表 され る よ うに,ア グ リ ビ ジネ ス企業
は早 い 段 階 か ら幅 広 い 関連 産 業 に進 出 して きた15,。また,H.J.Heinz社と ト
マ トの 関係 が象徴 す る よ うに,食 品加 工 企業 が 自社 の製 品 に適 合 的 な農作 物 を
栽培 す るた め独 自に育種 研 究 を手 が け,そ の成 果 を農 家 に契 約 栽培 させ る とい
う方法 は古 くか ら とられ て きた。種 子 産業へ の本格 的 な 進 出 はそ う した イ ンテ
グ レー シ ョ ン(垂 直 的統 合化)を よ り完 全 な もの に仕上 げ よ う とす る企業戦 略
の必 然 的 な帰 結 で あ った とい えよ う。
③ 多 国籍 企 業 の ア グ リバ イオ戦 略
最 後 に,バ イオ テ ク ノロ ジーは これ ら2つ の戦略 を よ り大 規模 に展 開す る効
率 的 な手段 を提 供 しただ けで な く,農 業 や化 学 産業,食 品産業 とい った枠 を超
えた21世紀 型 の 産 業=バ イオ産業 を展 望 させ る こ とに もな った。 そ して ,種 子
及 び種子 産 業 は と りわ けア グ リバ イオ戦 略 を展 開す る上 で も重 要 な役 割 を果 た
す もの と考 え られ た。 種 子 産業 の発 展通 過 に お け る第4期 を第4期 た ら しめ て
い る根 拠 が こ こにあ る。 そ のた め1980年代 に はい る と,す で に参 入 を果 た して
い た企業 も含 め,多 くの多 国 籍企 業が 激 しい参入 競争 を繰 り広 げ る こ とにな っ
たわ けで あ る。節 をあ らた め て詳 しく検 討 しよ う。
2.ア グ リバ イ オテ ク ノロ ジー と種子 産 業
バ イ オテ ク ノ ロジー の定 義 は 冒頭 に述べ た とお りで あ るが,現 在 の ところ商
業化 につ い て は イ ンシ ュ リンや イ ン ター フ ェ ロ ンな どの医薬 品 分野 が圧 倒 的 に
先 行 して い る。 しか し,食 糧 問題 や環 境 問題(持 続 的農 業)へ の関心 ,市 場 の
将来性 や 安 定性 に対 す る期待 に支 えられ て,農 業 ・食品 分野 もまた 中心 的 な研
究 開発 の 対 象 と して 注 目さ れて お り,ア グ リバ イオ産 業 の発 展 が展 望 されて い
,る・ 合 衆 国 議 会 技 術 評 価 局(Off;・c。fTech・・1・yA・s　m・・…TA)の
1983年の 調 査 に よ る と,調 査 企 業219社の うち畜 産(動 物)を 研 究 開 発 の対 象
ユ6)・中野噺 「多騎 ・グリビジネスの食糧支配と合衆国の薙 物賜 政策」中野亭まか緬 「醗 農
業調整と農業保N1農文協,1990年,45-76頁。
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と して い る企 業 は61社(27.9%),農業(植 物)は52社(23.7%)で あ る[η。
また,NorthCarolinaBiotechnologyCerterの1991年の調査 に よれ ば,合 衆 国
の バ イ オテ ク ノロ ジー 専 門企 業742社の うち127社(17.1%)がア グ リバ イ オ中
心 の研 究 開発 を お こな ってい る正8}。
半 導体 等 の先 端技 術 産 業の例 に もれず,バ イオテ クノ ロ ジー の実 用化 は ベ ン
チ ャー企 業 に よ って先 導 され て きた が,そ う した バ イ テ ク専 門 の ベ ンチ ャー企
業 を こ こで は新興 バ イテ ク企 業(NewBiotechnologyFirm,以下NBFと 略)
と呼 ぶ こ とにす る。Genentech社を は じめ とす るNBFの 成 功 は 多 国 籍 企業
の参 入 を促 し,商 業 ベ ー スで の研 究 開発 を大 々的 に展 開 させ る こ とに な った。
もっ と も,実 用化 が あ ま りに急 速 に進 ん だ た め,ア カデ ミズ ムの研 究成 果 を直
接 に事 業化 す るた め に設立 されたNBFに 追 い つ くこ とは,多 国籍 企業 とい え
ど も容 易 で は なか った 。 その ため,多 国 籍企 業 は社 内 に研 究 セ ン ター を設 立 し
た り,「産 学 提 携 」で 研 究 開発 を進 め るな どの戦 略 を とって きた が191,とくに
重 視 した の がNBFと の研 究提 携 で あ り,そ の資 金 力 に ものを いわ せ てNSF
を買 収す るケ ー ス も見 受 け られ る。 第5表 は多 国籍 企 業 とNBFと の提 携 関係
を農業 分 野 に 限定 して 整理 した表 で あ るが,種 子 産 業 に参 人 してい る多 国 籍企
業 が こ こで も積極 的 に活動 を展 開 してい るこ とが わ か る。
次 に研 究 テ ーマ をみ る と,遺 伝 子組 換 え技術 を用 い た作 物 の 品種 改 良や 生物
農 薬 の 開発 が 目につ くが,Calgene社と提 携 してい るBayel社や,Ecogen社
と提 携 してい るMonsanto社な ど,自 社 の 農 薬 に耐 性 を もつ 新 品 種 の 開 発 に
投 資 して い る ケー ス,あ るい はCampbell-Soup社な どの よ う に加 工 適 性 品種
17)Officeo【TechnologyAssessment,CommercialBiotechnology:InternationalAnaly∫'5,1984,









の 開発 を 目指 して い る ケー スが 多 くみ られ る。 この こ と は,前 節 で 考 察 した
「化学=種 子 コ ネ ク シ ョン」 や 「ア グ リビ ジネ スの統 合 化 戦 略」 が バ イオテ ク
ノ ロジー実 用化 時代 を迎 えて,よ り大規 模 かつ 効率 的 に展 開す る よ うにな った
こ とを示 して い る とい って よい。実 際,除 草剤 耐性 品種 の研 究 開発 に携 わ って
い る 企業 に は,Ciba-Geigy社(1988年農 薬 販 売 額 ユ位)やBayel社(同2
位),ICI社(同3位),Rhone-Poulenc社(同4位),DuPont社(同5位),
Monsanto社(同7位)な ど,世 界 的 な 農薬 メー カーが 軒 並 み顔 を揃 えてい る。
Calgene社の よ うなNBFの 研 究 開 発 もこれ らの 多 国 籍 企 業 と契 約 してい る
場 合が ほ とん どで あ る。 この よ うに,「化 学=種 子 コネ ク シ ョン」 が バ イオ テ
ク ノ ロジー利 用 に よ って い っそ う強化 され て きて い る とい うこ とは,バ イ オテ
クノ ロジー の ク リー ンな イメー ジ とは裏 腹 に,農 民 の化学 依 存 か らの脱 却 を妨
げ,合 衆 国 で も 「1985年農 業法 」 以来 注 目 され て きて い る低 投 入 持 続 型 農 業
(LISA)の 実 現 に も逆行 す る事態 が 進 んで い る とい うこ とに他 な らな い。
ところで,多 くの 多国籍 企 業 が種 子会 社 を買 収す る7方 で,ア グ リバ イ オテ
ク ノロジ ーの研 究 開発 を有利 に進 め るため にNBFと の研 究 提 携や 買 収 を お こ
な っ てい る こ とは既 に述 べ た とお りだ が,Agrigenetics社やCalgene杜な ど
の主 要NBFも 多 国籍 企 業 と同様 に多 数 の種 子 会 社 を 買収 して い る。 ま た,
Pioneer社やLimagrain社な どの大手 種 子 企業 主導 に よるNBFと の提携 も数
多 く見受 け られ る。 バ イオテ ク ノロジー の実用 化 は ア グ リバ イ オ産業 の発 展 を
展 望 させ る こ とにな った とはい え,具 体 的 成果 に結 実 させ るた め には豊富 な植
物遺 伝資 源 と従 来 育種 技術,商 品化 す る際 の経 営 ノウハ ウや流 通 チ ャネル の確
保が 不可 欠 で あ る。 バ イテ クの 基礎 技術 を提供 す るNBFと と もに,種 子 会 社
が多 国籍 企業 の ア グ リバ イ オ戦 略 を補完 す る重 要 な構 成部 分 と して位 置づ け ら
れ るのは そ の た めで あ る。 総 じて,〔多 国 籍企 業=種 子 会社=NBF〕 とい う
相 互 連携 の下 に アグ リバ イ オテ クノ ロジー の商 業 化 が急 ピ ッチで 進 め られ て い
る といえ よ う。第3図 は この三 者 の関係 を整理 した もので あ る。
第5表 農業分野における主要な新興バイテク企業(NBF)の提携関係 と研究テーマ
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三 菱 商 事(日 本)
主要作物の 品種 改良
(トウモ ロコ シ,ヒ マ ワ リ,小 麦 な ど)
.1Cetus杜49%W .R.Grace社51%の出 資 に よ る合 弁企 業。
::麟:潔謙 語灘瀧 翻撫謬説隼;1怨徽 器膿 署悦電,n4Calgene社は1989年にPlantGeneticsInc,社を買 収 して い る。
'5経 営 に 行 き 詰 ま 嘱 産 した1…m ・・1・nalPlantR・　 ・c卜1…i…,社の 縫 を 元1、設 立 』
'6鍛 麗 磨 畿:耐32澱 め
・欧牌 　 ジネス企業蝋 ・よ・て設備 ・　 ・・… 経・・膿 ・たため
,7フ ラ ン スの 有数 の 種 子 会 社 だ
った が,1989年にRhone-Poulenc社に 買 収 され て い る 。車8孟980年代 前 半
にV・1・D社`・買収 され た 種 子 会 社 で,89年に1まS・・d。、祉 に 買　又さ楓 、る。
:託 擶 健 罫繕 鴇 蹴 裂 離　 990年　 リンビー ・と・・弁・新　 　 して…








































3.技 術 をめ ぐる競 争
これ ま で 考察 して きた よ うに激 しい 産 業再 編 を 通 じて種 子 産 業 の 主 人公 と
な った多 国籍 企業 と一部 の 大手 種子 企 業やNBFの 支 配力 の程 は,直 接 に は種 、
子 市 場 に お け る シェ アに表 れ てい る。先 に参 照 した第2表 に よ る と,上 位18社
の販 売 額 は約50億 ドル,民 間部 門全 体 の3割 ほ どの シ ェア を 占め てい る。 さ ら
に合 衆 国 の ス ウ ィー ト ・コー ン種 子 市 場 に 限 ってみ る と,1986年でPioneer
社 の37%を筆 頭 に上位8社 で67%を独 占 して い る:am。イギ リスや オ ラ ン ダ,フ
ラ ンスな ど比 較 的大 きな種 子市 場 を抱 え る ヨー ロ ッパ 諸 国で も同様 の状 況 にあ
る。 しか しなが ら,多 国籍 企業 に とっての種 子 や種 子 産業 の魅力 はそ の収 益 性
や 将 来可 能性 に とど まる もので は決 してな い。 勿論,こ の点 も軽 視 はで きな い
が,多 国 籍 企 業 は こ う した市 場 の 寡 占化 を成 功 裡 に 進 め るた め だ けで な く,
「化 学=種 子 コ ネ ク シ ョン」 や 「アグ リビジネ スの統 合 化」,さ らには21世紀 型
産 業 と して期 待 され るア グ リバ イオ産業 に おい て独 占 的地位 を確 保 しよ うとい.




振 り向 け てい る21)。1985年に お ける世界 のバ イテ ク研 究 開 発投 資40億 ドル の う
ち民 間部 門が27億 ドル,う ち農 業 分 野 が5,5億ドルで あ る。他 方,主 要 企 業 に
よ る1990年の ア グ リバ イオ テ ク ノロジーへ の研 究 開発 投資 額 を リス トア ップ し
た 第6表 をみ る と,主 要 化学 関連企 業23社で約3億 ドル,5年 の タイ ムラ グを
考 慮 して も,こ れ ら一握 りの多 国籍 企業 や主 要NBFに よ る投 資 額 の太 き・さが
注 目され る。
さ らに,こ う した莫大 な研 究 開発投 資 を 回収す る と とも に,開 発 した植 物 新
品種 や バ イテ ク成 果 物 を独 占 的排他 的 に支 配 して競争 上優 位 に立つ た めに,新
品種保 護 制度 や特 許 制度 に訴 え る動 きも活 発化 して い る。 合衆 国 の新 品種 保護
法(PVPA)が 施 行 され た1971年か ら81年まで の登 録 品種893件の 育 成機 関別
内訳 をみ る と,バ イテ ク実用 化 以前 の端 緒 的 な参 入の段 階 で は あ った もの の,
多国籍 企 業が44%,そ の他 の民 間企 業 を含 め る と72%を占め てお り,公 的機 関
(ユ5%)や農協 等 団体(6%)を 圧 倒 して い る22】。 さ らに バ イ テ ク関 連 の 国 内
帰属特 許(1980～84年)のうち,企 業取 得 分 が全体 の68%,そ の8割 近 くを従
業 員 数10.000人以上 の大 企業 が 独 占 して い るz3印。 こ う した特 許 取 得競 争 の結 果 ,
最 近で は特 許 をめ ぐる企 業 間の対 立 も続 発 して い る勢。
IVお わ り に
以上 の考 察 に よ って次 の こ とが明 らか にな った。 種子 産業 は そ の歴 史が 示 し
てい る とお り,従 来 よ りア グ リビジ ネス にお いて重 要 な位 置 を 占め ,一 部 の化
学 企業 や 食品 企 業 の 目に とま って は いた ものの,他 の生 産 資材 産 業 と比 して も
マ イナ ー な部 門 に とどま って きた 。 しか し,バ イオテ ク ノ ロジー が実 用化 され
21)1992年の ア メ リ カ の バ イ オ 関連 市 場 は59億 ドルで あ る が ,2000年に は そ の10倍,500-600億ド
ル に まで 成 長 す る とみ られ て お り.ア グ リバ イ オ 分 野 は そ の 市 場 の 約 半 分 を 占 め る と予 測 さ れ て
い る(「 日経 産 業 新 聞 」1993年10月5日。 米 国 の バ イ オ業 界 団 体BIOの 予 測)。
22>雑 賀 優 「米 国 の 植 物 品 種 保 護 法 に つ い て 」 「種 苗 界 』V ol,135〔10),1982年。
23)L ・0聡・nig。TheEmergenceBialeehnolobry,1989,p.74/P.118
鋤 蹴 ば,lC1社 とC・19・nel土との 問 で .野 菜 の 遺 伝 子 組 鰍 に 有 効 な ア 。 チ セ ン ス技 術 に 対


















































KemiraOY〔 フ ィ ン ラ ン ド)
Shell(UK/オ ラ ン ダ)
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注)種 子 企 業 の ア グ リバ イ オ 関 連 投 資 は1988年 の デ ー タ。
出 所)Bi。/Tech・ ・1・gy,V・1.10,J・n・1992,P.49.;OECD,Bi・'・・ん〃・'・即 ,Agriculture,、、,、4
Food,1992,p,122,など よ り 作 成 。
多国籍企業のアグリバイオ戦略と種子産業(261)39
る中で,種 子 はたんな るタネではな くアグ リバイオテ クノロジーの研究 開発 に
とって必要不可欠 な戦略資源=植 物遺伝資源 として再認識 され,種 子会社はそ
うした資源や関連技術,経 営 ノウハウを合わせ持 った場 として多国籍企業のア
グリバ イオ戦略の要 に位置づけ られ ることになった。そ して,種 子会社がNB
Fと ともに多国籍企業 のアグ リバイオ戦略 の補完部門 として,買 収や提携を通
じてその傘下 に取 り込 まれ てい く過程が明らか にされたわ けであるが,「種子
戦争」 とはまさに,そ うした多国籍企業によるアグリバ イオ戦略上の熾 烈な競
争の具体 的な現 象の一つであった といえる。
本稿で は,産 業再編 の実態 を追いながら多国籍企業 による種子支配の問題 を
考えて きたが,実 際にはこうした多国籍企業 の動 向はそれ 自体で完結す るもの
ではない。つま り,多 国籍企業は 自らの要求 を反映 させ ようとして連邦政府や
国際機関の政策 に働 きかけ,逆 に,連 邦政府や 国際機関はそれ 自体 として独 自
の思惑か ら政策 を打ち出 して くる こともある。 とくにアグ リバ イオテクノロ
ジーは,食 糧問題や環境問題 といった今 日的テーマ と密接 に絡んで くるだけで
な く,農 業 を含め多様 な産業分野 に応 用可能で ある ことか ら,各 国政府が こ
ぞって重点的政策に位置づ けてい る。 さらに,種 子支配の問題 は農業生産に直
接の影響 を及ぼす ことから農業政策 の動向や農民 の意 向も無視で きない。 また,
生物 に対 する特 許権の適用やバイオ食品の安全性 の問題な ど,消 費者 をは じめ
とす る広範な市民の世論 も企業戦略や政策決定の過程 に介在 して くる。本稿で
は 「種子戦争」の経済的意義についての考察 に主眼をおいた結果,こ うした上
部構造 レベルの問題はひ とまず対象か ら外 さざるをえなか ったが,本 稿を一つ
の足かが りに して,引 き続 く論稿で これらの未検討の課題 について も順次検討
してい く予定であ る。
(ユ993年ユ0月脱稿)
ノ
